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３．４．４．２ 近畿圏における地下構造モデルの構築に関する研究 
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(a) 業務題目：近畿圏における地下構造モデルの構築に関する研究 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

京都大学防災研究所 

大阪工業大学工学部 

建築学科 

(財)地域地盤環境 

研究所 

(財)地域地盤環境 

研究所 

(財)地域地盤環境 

研究所 

京都大学大学院 

理学研究科 

京都大学原子炉実験所 

京都大学原子炉実験所 

教授 

教授 

 

主席研究員

 

主任研究員

 

主任研究員

 

大学院 

修士課程 

教授 

助手 

岩田知孝 

堀家正則 

 

香川敬生 

 
Petukhin, 

Anatoly 
大西良広 

 

岩城麻子 

 

釜江克宏 

川辺秀憲 

iwata@egmdpri01.dpri.kyoto-u.ac.jp 
horike@archi.oit.ac.jp 
 
kagawa@geor.or.jp 
 
anatolyp@geor.or.jp 
 
onishi@geor.or.jp 
 
iwaki@egmdpri01.dpri.kyoto-u.ac.jp 
 
kamae@kuca.rri.kyoto-u.ac.jp 
kawabe@rri.kyoto-u.ac.jp 

 

 
(c) 業務の目的 

強震動予測の高精度化のために、地下構造モデル構築に資することのできる人工地震

探査やボーリング調査などを用いてそれらを直接用いることのできる地域は限られて

おり、数々の地球物理学的情報により外挿する必要がある上に、構築された 3 次元物性

値モデルの妥当性を、実地震記録で検証する必要がある。そのためには各種の強震観測

データを用いたモデル評価と、人工地震探査だけでは得ることの困難なパラメータ、た

とえば堆積層内のＱ値などを、観測地震データをもとに評価する必要がある。本研究項

目においては、これまでの研究成果をもとに、近畿圏における地下構造モデルを統合的

に策定し、実記録を用いてその検証を行って信頼度の高いモデルを構築することを目的

とする。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画 
1) 平成１４年度：堆積盆地の理論と実際のサイト増幅特性評価を、大阪堆積盆地をテス

トサイトとして行った。 

2) 平成１５年度：サイト増幅特性とモデルとの比較の継続と、広域地下構造構築法に 

関する研究、広域堆積盆地構造の強震動生成との関係についての検討

を行った。 
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3) 平成１６年度：サイト増幅特性とモデルとの比較の継続と広域堆積盆地構造モデル  

の実記録による検証と改良方法について検討を行った。 

4) 平成１７年度：地下構造調査結果による構造情報を取り入れた地盤・地殻構造モデ

ルを策定した。 

5) 平成１８年度：平成 17 年度に構築した地盤・地殻構造モデルの妥当性の検証と改良

を、地震データや新たに行った地盤調査結果を用いて行う。 

 

(e) 平成１８年度業務目的 

近畿圏の強震動予測を目的として平成 17 年度に構築された地盤・地殻構造モデルの妥

当性を構築することを目的とする。そのため各種地下構造探査情報等を収集する。そのモ

デルがどのように地震記録を説明することができるかどうかを検討するため、実記録を用

いてモデルシミュレーションを行い、再現性を検証する。 
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(2) 平成 18 年度の成果 

 

(2-1) 近畿圏における強震動予測のための地下構造モデル作成および強震動予測 
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香川敬生（(財)地域地盤環境研究所） 

kagawa@geor.or.jp 
Petukhin, Anatoly（(財)地域地盤環境研究所） 

anatolyp@geor.or.jp 
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(a) 業務の要約 

大阪平野を含む広い領域を対象に、海溝型地震および内陸大地震による強震動を計算す

るための、地殻、堆積層、および表層地盤構造モデルの高度化をおこなう。特に、大阪平

野、京都盆地、近江盆地、奈良盆地を対象に、平成 17 年度に作成した堆積盆地構造モデ

ルの高度化、表層地盤構造モデルの追加構築を実施する。堆積盆地構造のモデル化につい

ては、情報の少ない領域でデータを追加すべく、常時微動を用いた構造調査を実施する。

また、これら堆積地盤および想定震源域をカバーする範囲で、平成 17 年度に作成した地

殻構造モデルの更新をおこなう。作成したモデルに対して、地震観測記録による検証をお

こなう。 
 
(b) 業務の実施方法 

東南海・南海地震の震源域および大阪平野、京都盆地、近江盆地、奈良盆地を含む領域

について、平成 17 年度に作成した地殻構造、堆積地盤構造、表層地盤構造の総合モデル

の高度化をおこなう。その際、既往文献・報告など公表資料の追加収集をおこなうととも

に、モデル化情報の少ない領域をカバーするために常時微動を用いた構造調査を実施して、

既往モデルの更新をおこなう。京都盆地、近江盆地、奈良盆地については、ボーリング情

報および地形・地質情報を基に表層地盤構造モデルを構築する。得られた地殻・地盤モデ

ルは地震観測記録を用いた検証を実施し、その適応性および欠点を把握する。 

 
 (c) 業務の成果 

1) 大規模地殻構造モデルの検討 
近畿地方における大規模地殻構造として、沈み込み帯に直交（ほぼ南北）する断面を図

１に示すように考える。これら各層内において、地震波伝播速度、密度、減衰能（Ｑ値）

は一定とし（表１）、各層境界深度の３次元形状をモデル化する。 
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図１ 近畿地方の想定地殻構造と各層に対応するＰ波速度 

 

表１ 各層に設定した物性値 

 
 

各層境界の３次元形状をモデル化するにあたり、平成 17 年度に収集・整理したものに

加えて、新たな文献 1)－29)を収集し、モデルの高度化を図った。境界面によっては複数の

情報を用いてモデル化をおこなっている。なお、震源域の設定に余裕を持たせるため、モ

デル化の範囲を拡大している。図２には、平成 17 年度と今年度で利用したデータの位置

（深度を与えた点）を示す。 

 

Layer Vp , m/s Vs , m/s
Density,
kg/m3 Q -value

Oceanic sedimentary
layer 2000 1000 2000 200

Surface low-velocity
layer 5000 2700 2740 500

Upper crust 6000 3450 2800 1000

Lower crust 6700 3900 2900 500

Mantle wedge 7700 4450 3100 1000

Oceanic crust layer 2 6000 3450 2700 500

Oceanic crust layer 3 6700 3900 2800 500

Slab 8000 4630 3220 1000

Upper mantle 7900 4570 3100 1000
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図２ 平成 17 年度（青）と今年度追加（赤）データ 左：低速度層、右：スラブ 

 

各層の境界深度をモデル化するにあたって、Koketsu and Higashi (1992)30)や Kagawa 
et al.(2004)31)がスムースな構造モデルの構築に際して用いた、マルチ・スプライン関数の

考え方を適用した。図３に一例として、スラブ上面の等深度線を示す。また、構築したモ

デルの南北・東西断面および境界面形状の例を図４に示す。 
 

 
図３ スラブ上面の深度分布 
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図４ 構築したモデルの東西断面（上左）、南北断面（上右）、層境界面（下）の例 

 
2) 堆積盆地モデルの検討 
平成 17 年度はそれぞれ独立の堆積盆地構造としてモデル化をおこなった、大阪平野、

京都盆地、奈良盆地について、データを追加した上で統合することで、モデルの高度化を

図った。その際の基本方針を以下に示す。 
 

a) データ密度の低い領域には、重力異常界解析による基盤岩深度 32)－35)をデータとし

て追加した（図５の色付き深度表示部）。ただし、面的に存在する重力異常分布を高

密にデータすると、マルチ・スプライン関数によるモデル化において重力データの

重みが強くなる。そこで、図５の範囲内で適宜間引いて利用している。 
b) 京都盆地・奈良盆地境界部から奈良盆地に掛けては、本検討で実施した常時微動観

測記録による H/V スペクトル比と既往の調査（盛川・他，1998）36)を総合的に解

釈し、推定される基盤岩深度をデータとして追加した。（詳細については後述。） 
c) 京都盆地、奈良盆地の堆積層・山地境界（深度０ｍ）をデータとして追加した。 
d) 周辺山地は基盤岩が露出していると仮定し、その標高をデータとして追加した。 
e) 平成 17 年度用いた京都盆地モデルはメッシュデータであるが（京都市，2003）37)、

任意の位置でのモデルを容易に構築できるよう、他の盆地と同様に標準的な層構造

（各層内で物性は均質）に分割した上で、層境界深度をモデル化した。 
f) 基盤岩深度は統一モデルとしているが、物性・層境界深度は盆地毎に異なる。そこ
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で、各盆地の境界部では、物性・層境界深度ともに滑らかに隣接モデルと接合する

ように遷移領域を設けた（図６）。 

 

 

図５ 平成 17 年度モデルの基盤深度情報付与点と重力データを補った領域 
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図６ 隣接する盆地モデルの接合 

 
モデル化にあたっては、地殻構造モデルと同様に、マルチ・スプライン関数を適用した。

図７に基盤岩深度のモデル化に用いた全データ点および得られた基盤岩深度分布を示す。 
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図７ 大阪平野・京都盆地・奈良盆地統合モデルのために基盤岩深度が与えられた地点（左）

および得られた基盤岩深度分布（右：コンター間隔 200ｍ） 

 

3) モデルの高度化のための常時微動計測 
平成 17 年度のモデルでは、京都盆地と奈良盆地の境界部におけるデータが少なく、両

盆地は独立したものとなっていた。そこで、同領域およびデータの少ない奈良盆地中北部

を中心に常時微動３成分観測を実施した（図８左）。過去の着岩ボーリングの結果から、宝

来：550m・平城宮跡：636m・法華寺：600m・法蓮：400m という基盤深度が分かってお

り、今回の微動観測地点からこれらの近傍点を選定し、切片をゼロとした H/V 卓越周期と

基盤深度の回帰式 pT⋅= 192.15Depth  を作成した。この結果は、先行検討（香川・他，2005）
38)に比べて基盤岩深度が 14%近く深めに出るものとなった。既往 H/V 観測（盛川・他，

1998）36)と今回観測を行った地点において、H/V 卓越周期を基盤深度に変換した（図８右）。 
大阪平野においても、大阪府域では高密度な微動 H/V 観測が実施されており（大阪府土

木部，1997）39)、盆地端部をモデル化する際の拠り所のひとつとなっている。今回、大阪

府外の盆地端部におけるデータを補強するため、宝塚市域においても常時微動３成分観測

および H/V スペクトル比による基盤岩深度の推定をおこなった。図９に観測実施点を、図

10 に解析例を示す。得られた卓越周期は、大阪府土木部 (1997)39) による経験式  
pT⋅= 218Depth  を用いて基盤岩深度に変換することができる。 

加えて、大阪平野南部（関西国際空港２期島、富田林市域）において常時微動アレー観

測（上下動成分）を実施し（図 11、12）、SPAC 法（Aki, 1957）40)を用いて Rayleigh 波

位相速度分散曲線を求めた。次に、得られた分散曲線を満たす速度構造モデルを、遺伝的

アルゴリズムを用いた逆解析手法（長・他，1999）41)により推定した。得られた結果を、

図 13 および表２に示す。それぞれの基盤岩深度は図７に示したモデルによるものと概ね

対応したものとなっている。 
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図８ 京都盆地南部－奈良盆地で実施した常時微動３成分観測点とその卓越周期（左） 

および推定基盤岩深度分布（右） 
 

 
図９ 宝塚市域での常時微動３成分観測実施点 



 751

 
図 10 宝塚市域での常時微動 H/V スペクトル比の解析例 

 

 
図 11 常時微動アレー観測実施点 

 

   
図 12 関空２期島（左）および富田林（右）におけるアレー配置 
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図 13 関空２期島（左）および富田林（右）における観測およびモデルによる位相速度 

 

表２ 関空２期島（左）および富田林（右）で推定されたモデル 

  

 
4) 浅層地盤モデルの検討 
大阪平野とその周辺域では、全国に先駆けてボーリング・データの統一的なデータベー

ス化がおこなわれており、その本数は優に３万本を越えている 42)－47)。平成 17 年度は、

それらを用いて、大阪湾を囲む平野部において、非線形地盤応答を含むメッシュ・データ

を構築した。今年度は、新たなボーリング情報を加えて、大阪平野、京都盆地、奈良盆地、

近江盆地域の１km メッシュのモデルを構築した。 
まず、平成 17 年度と同様に、各メッシュ内に存在するボーリング・データの平均像を

モデル化した（山本・他，2005）48)。具体的には、地表から工学的基盤（大阪市中心部で

は深さ 20－40ｍの天満砂礫層）までを２ｍ毎に分割し、その２ｍ毎にメッシュ内で優勢な

地層区分（粘土／砂／礫）を与え、平均Ｎ値と平均密度を設定し、土被り圧を考慮するな

ど、地盤毎の堆積状況を考慮した以下の関係式を用いて、その深度におけるＳ波速度（m/s）
を換算した。図 14 にそのプロセスを示す。なお、ボーリング点が存在しないメッシュに

ついては、微地形条件が共通（若松・他，1999）49)の周辺メッシュの値を補間してモデル

化をおこなっている。また、海上埋立地における埋め立て前の旧地盤のデータや、品質の

劣るデータは除外している。 
大阪・神戸（粘土が多い地域） 
〔粘土〕Vs=46×(N+1)0.304×p00.076 
〔砂〕 Vs=12×(N+1)0.173×p00.197 
〔礫〕 Vs=11×(N+1)0.143×p00.225 
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京都・奈良・滋賀（砂質土・礫質土が多い地域） 
〔粘土〕Vs=110×(N+1)0.32 
〔砂〕 Vs=110×(N+1)0.24 
〔礫〕 Vs=130×(N+1)0.24 
Vs：S 波速度 (m/sec)、N：N 値、p0：有効土被り(N/m2) 

 

 
図 14 メッシュ毎の浅層地盤モデル作成のフロー 

 
図 15 に、モデル化した領域の軟弱層厚と表層部 30ｍの平均Ｓ波速度である AVS30 値

（Midorikawa et al., 1994）50)の分布を示す。 
また、地盤の非線形応答特性については、ボーリング・データベースに少ないながらも

含まれている三軸試験および中空ねじり試験のデータを、以下に示す Hardin-Drnevich モ

デルで近似することで G/G0～γ、h～γ 特性を設定している。 
 

1 , 1
1 / max

max r max

G Gh h
G Gγ γ

⎛ ⎞
= = −⎜ ⎟+ ⎝ ⎠  

 

ただし、地域による特徴を区分するだけのデータがないことから、ここでは以下に示す

特性値を全域で用いることとした。 
 

〔粘土〕    γr = 1.4 × 10-3，hmax = 0.19 
〔砂および礫〕 γr = 6.0 × 10-4，hmax = 0.195 
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このようにして与えられた地盤情報から工学的基盤相当の深度まで図化し例を図 16 に

示す。表層部は２ｍ毎にモデル化され、2)で示した堆積地盤モデルの表層部（大阪平野で

は Vs=350m/s）に連結されている。 
 

   

図 15 モデル化領域の軟弱層厚（左）と AVS30（右）の分布 

 

 
図 16 メッシュにおける地盤モデルの図化例 
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5) モデルの検証 
更新した地殻および堆積盆地モデルについて、長周期理論計算（３次元差分法(Pitarka, 

1994)51)）による波形計算を実施し、観測地震動との比較をおこなった。対象とした地震

は、2004 年９月５日 23 時 57 分に発生した東海道沖の地震（本震：M7.4）およびその最

大余震（M6.5：2004 年９月７日８時 29 分）とした。震源モデルは、EIC 地震学ノート(山
中，200452)、山中，200453)に準拠している。ただし、精度の懸念される震源深さについて

は、幾つかの予備計算を実施した上で、海洋性地殻内の 20km と設定した。比較の対象と

した観測点を図 17 に示す。 
まず、震源破壊過程の比較的単純な最大余震を用いて、構造モデルの検証をおこなった。

震源は点震源とし、EIC 地震学ノート（山中，2004）52)による震源時間関数に適合するよ

うに中村・宮武(2000)54)によって提案されているすべり速度時間関数を調整して用いた。

図 18 に硬質サイトにおける波形の比較例を、図 19 に応答スペクトルの比較例を示す。計

算は最小格子間隔 100ｍで実施され、周期約２秒以上を表現することができる。波形の完

全な一致は望めないが、後続波を含めて振幅は概ね再現されている。 
次に、本震震源を７×４の要素断層に分割し、 それぞれに EIC 地震学ノート 53)に応じ

た地震モーメントとメカニズムを与え、ベル型のすべり時間関数（周期６秒）で震源すべ

りを表現した。図 20 に、堆積盆地部における波形の比較例を示す。最小格子間隔 150ｍ
を用いており、周期約３秒以上を表現することができる。こちらの場合も、波形の完全な

一致は望めないものの、振幅は再現されている。ただし、特に比較的堆積層の薄いサイト

の上下動計算波形に大きなパルスが見られており、その生成過程の詳細検討が望まれる。

図 21 には、同シミュレーションによる 60 秒後と 180 秒後の振幅分布を示す。発震後３分

を経過しても、特に大阪堆積盆地の北西部を中心に震動が継続していることが分かる。 

 
図 17 比較検討の対象としたサイト（青：硬質サイト、赤：堆積層サイト） 
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図 18 2004 年９月７日の最大余震（M6.5）による硬質サイトにおける波形の比較 

 

 

 

図 19 2004 年９月７日の最大余震（M6.5）による堆積層サイトにおけるスペクト

ルの比較 
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図 20 2004 年９月５日の本震（M7.4）による堆積層サイトにおける波形の比較 

 

  

図 21 2004 年９月５日の本震（M7.4）によるスナップ・ショット 

 
次に、大阪平野内の強震観測点において、地震観測記録および常時微動観測記録を用い

て算出した H/V スペクトル比の卓越周期と、モデルより算出される表面波水平／上下成分

の理論スペクトル比による卓越周期を比較した。その結果の一例を図 22 に示す。また、
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両者の差の分布を図 23 に示す。モデルの方がやや長めになるサイトが多いことが分かる。

モデルはサイト直下の構造を反映しているが、観測は不整形な周辺構造の影響を反映して

いることも一因と考えられるが、これらの差異についてはより詳細な検討が望まれる。 
 

 

図 22 観測 H/V とモデルによる理論 H/V（破線）の比較例 

 
図 23 観測 H/V とモデルによる理論 H/V の 差（観測－モデル）の分布 

 
(d) 結論ならびに今後の課題 
 以上の検討によって得られた結論を以下にまとめる。 

1) 大阪堆積盆地を含む近畿圏および東南海、南海の海溝型震源断層を含む領域の地殻構

造について、上・下部地殻、海洋プレート、マントルによる構成される３次元モデル

を更新した。 
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2) 大阪平野、京都盆地、奈良盆地について、既往モデルでは情報の少ない領域を対象に、

常時微動アレー観測、常時微動単点３成分観測による H/V スペクトル比解析を実施し、

新たなモデル化情報の蓄積をおこなった。 
3) 大阪平野および近隣の堆積盆地（近江盆地、京都盆地、奈良盆地）について、３次元

堆積盆地構造モデルの更新をおこない、大阪平野と併せた総合モデルの構築をおこな

った。 
4) 対象とする全領域で特徴的な記録が得られている、2004 年東海道沖の地震およびその余

震を用いて、想定したモデルの妥当性についての検討をおこなった。 
5) 大阪平野内の強震観測点において、観測記録による H/V スペクトル比の卓越周期とモデル

による卓越周期を比較した。サイト直下の構造モデルによる卓越周期の方が、やや長めとな

った。 
6) 近江盆地、京都盆地、奈良盆地を対象に、工学的基盤以浅の浅層地盤構造について、

表層地震応答解析に必要な地震波伝播速度、密度、非線形応答特性をモデル化した。 
また、今後の課題を以下にまとめる。  

1) 地殻構造モデルについては、本検討実施以後も新たなデータの公表がおこなわれてい

る。それらを取り込んだモデルの作成が必要である。 
2) 堆積地盤モデルについては、現状で観測波形による検証結果が不十分な地域について、更な

るデータの追加、モデルの更新を実施する必要がある。 
3) ボーリング・データベースを用いた表層地盤モデルについても、今回はデータの補間を行わ

ざるを得なかった領域について、新たなデータに基づくモデルの更新が望まれる。 
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(2-2) 長周期地震動シミュレーションによる大阪堆積盆地構造モデルの検証 
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(a)業務の要約 
 平成 17 年度までに構築された地盤構造モデルの強震動シミュレーションへの適用性を

検証することを目的として、大阪堆積盆地で観測された長周期地震動のモデリングを行う。 
2004 年 9 月 5 日に紀伊半島南東沖を震源とするやや規模の大きな地震が発生し、全国

で広域にわたって地震動が観測された。大阪堆積盆地内各観測点で観測された周期数秒以

上の長周期地震動にはサイトに依存した卓越周期や震動卓越方向が見られた。既存の盆地

構造モデル(Kagawa et al., 2004)1)に基づく波動場のシミュレーションによってそれらの

長周期地震動特性の説明を試みた。周期 3 秒以上の地震動シミュレーションにおいて適切

な堆積層内の Q 値パラメータの検討を行うとともに、盆地内の観測点の主な地震動特性が

再現されることを確認した。 
 

(b)業務の実施方法 
2004 年 9 月紀伊半島南東沖地震の本震（9 月 5 日 23 時 57 分、MJ7.4）、前震（9 月 5

日 19 時 7 分、MJ6.9）および最大余震（9 月 7 日 8 時 29 分、MJ6.4）の強震記録を用い

て大阪堆積盆地内各観測点における長周期地震動の特徴を整理した。 
次に最大余震記録を対象としてその観測記録の特徴を既存の堆積盆地構造モデルでど

のように再現できるかを、3 次元堆積盆地構造モデルを組み込んだ地震動シミュレーショ

ンによって検討した。この際に、堆積盆地構造モデルの単純化による影響の評価と、数値

シミュレーション時の堆積盆地の減衰構造パラメータ（Q 値）の評価を行った。 
 

(c)業務の成果 
1)堆積盆地内長周期地震動特性 
 図 1 には本研究で用いた地震の震央分布と大阪堆積盆地及びその周辺の地震観測点を示

す。震央から大阪盆地への震央距離は約 200km である。 
この本震における長周期地震動特性は、例えば岩田・浅野(2005)2)により報告されてお

り、大阪湾岸地域の観測点では周期 6 秒の地震動が卓越していた。ここではこの周期 6 秒

の地震動の特徴が、他のイベントでも見られるかどうかを震動卓越方向の特徴も含めて検

討した。周期 6 秒の擬似速度応答スペクトル（h=5%）の水平成分最大値、および応答の

南北成分と東西成分の比を前震、本震、最大余震で比較すると、観測点ごとに相対的な応

答値の大小や卓越震動方向に地震に依らない一定の傾向が見られ、サイトの地震動特性で

ある可能性を支持する。 
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図 2 各イベントに対する各地点の周期 6 秒、h=5%の擬似速度応答スペクトル。 

上：東西、南北成分の大きい方の応答値。下：南北/東西方向の応答値の比。  

左・前震、中：本震、右：最大余震。 

図 1 前震、本震、最大余震の震央位置とメカニズム解およびここで用いた地  

震観測点（黒い小さな丸）。震央位置は気象庁、メカニズム解は F-net
による。 
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水平成分応答最大値（図 2 上）の図からは、観測点 MKT、FKS、OSKH02 などではど

のイベントでも周期 6 秒の地震動が他の地点に比べて卓越していることが分かる。また、

数㎞しか離れていない地点で応答値が大きく違う場合がある。例えば約 5km はなれた

MKT と NWK では値に 5 倍程度違いがある。この特徴もイベントに依らず再現されてい

るので、近傍観測点でも地盤震動特性の違いがあることを反映している。また、ここで着

目したい南北成分/東西成分の比（図 2 下）については、河内盆地内の MKT、YAE、JYT
では南北方向の卓越が、大阪市南部の ABN、SUM では東西方向の卓越が特徴としてあげ

られる。 
 

2)数値シミュレーションによる大阪堆積盆地内地震動特性 
1)で示した大阪堆積盆地内の地震動特性を堆積盆地構造モデルによって評価する。これ

によって、各地点における地震動特性を知るとともに、堆積盆地構造モデルの強震動シミ

ュレーションへの妥当性の検証を行う。 
紀伊半島南東沖の震源と大阪盆地を含む南北 250km、東西 280km、深さ 50km の計算

領域で、今回の 3 イベントのうち震源時間関数が比較的単純と考えられる最大余震（9 月

7 日 8 時 29 分、M6.4）の地震動に対する数値シミュレーションを行った。 
領域全体には Iwata et al.(2006) 3)を参考にして一次元地殻構造を設定し、領域の北西

100km 四方角に Kagawa et al.(2004)1)の大阪堆積盆地を対象とした三次元堆積層厚モデ

ルを組み込んだ地下構造モデルを用いた。Kagawa et al. (2004)1)は堆積盆地内を 3 層構造

と仮定しており、それらの層厚は堆積層全体の層厚に比例している。盆地領域外は地震基

盤層が地表まで存在する構造モデルとなっている。各層の P 波・S 波速度、密度、および

地表面からの深さを表 1 に示す。 
地震動の計算は不等間隔の Staggered Grid を用いた三次元有限差分法（Pitarka(1999) 

4））を用いた。使用した解析条件および震源パラメーターを表 2、3 に示す。震央位置は気

象庁一元化データ、震源メカニズムは防災科学技術研究所 F-net による。震源深さは 11km、

15km、20km、25km で試行し、観測振幅の再現性が最もよかった 25km のものを採用し

た。 
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表 1 地下構造モデル各層の物性値 

 

 

表 2 解析条件 

      表 3 震源パラメーター 

 

 

 

 

 

 

2004 年紀伊半島南東沖地震の波動シミュレーションおいては、フィリピン海プレート沈

み込みに伴うトレンチの sedimentary wedge が厚い堆積層をなしており、この構造が地震

動の震動継続時間の慎重に影響していることが指摘されている（例えば Yamada and 
Iwata, 20055））。本計算モデルにはこの構造が入っていない。本検討は堆積盆地における

地震動特性の特徴分析を行うため、以下のような方法によって堆積盆地内の地震動特性を

評価することとする。 
盆地内観測点での地震動が、岩盤観測点での地震動と伝達関数のコンボリューションで

表されるとすると、観測波形 O は伝達関数 H を用いて次のように表現される。 
)(*)()( tOtHtO rockNN =   （1） 

ここで下付文字の N は盆地内観測点の番号を、 rock は岩盤観測点を表す。 
計算波形 S もまた、伝達関数 H ′を用いて 

)(*)()( tStHtS rockNN ′=   (2) 
と表すことができる。モデリングによって盆地内の波動伝播が再現されているとして

)()( tHtH NN ′≈ を仮定するとき、計算波形を岩盤観測点の観測波形で正規化した合成波形U

を次のように定義する。 

[ ]
)(

)(*)(/)(
)(*)()(

tO
tOtStS

tOtHtU

N

rockrockN

rockNN

≈
=

′≡
  (3) 

本研究では岩盤観測点を CHY として図 3 に示す大阪堆積盆地内 47 観測点について合成波

形 NU （ =N 1,2,…,47）を計算し、U を用いて盆地内観測点の震動特性が再現できるかどう

かを検証した。 

  Vp [km/s] Vs [km/s] ρ [g/cm3] depth [km] 

Sed. 1 1.60 0.35 1.7 z×0.193 

 2 1.80 0.55 1.8 z×0.472 

 3 2.50 1.00 2.1 z(x,y) 

Rock 4 5.40 3.20 2.7 3.1 

 5 6.00 3.70 2.8 15 

 6 6.70 3.90 2.9 35 

 7 7.70 4.45 3.1 50 

タイムステップ間隔 [sec] 0.01566

タイムステップ数 15964 

計算周期範囲 [sec] 3.0-50 

盆地内最小グリッド間隔 [km] 0.125 

盆地外グリッド間隔 [km] 1.0 

latitude, longitude N33.209°, E137.293°

strike, dip, slip 272°, 49°, 97° 

Mo [N/m] 6×1018 
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3)堆積地盤構造モデルの単純化の影響 
本研究では周期 3 秒以上のやや長周期帯を解析の対象としているため、堆積層浅部の遅

い S 波速度構造は計算結果に影響しにくい可能性があると考え、もともと 3 層からなる盆

地構造モデルを単純化してシミュレーションを行い、元の計算結果との違いを考察した。 
Kagawa et al. (2004) 1)による地盤構造モデルは、アレイ微動調査やボーリング調査など

で行われた速度構造を参照にして堆積層を代表的な S 波速度である 1.00、0.55、0.35km/s
の 3 層で与えている。この S 波速度を含む物性値を堆積層全体の平均値で統一したモデル

（1 層モデル）と、S 波走時を等しく保ったまま浅い 2 層の物性値を統一したモデル（2
層モデル）を単純化モデルとして使用した。それぞれのモデルの S 波速度は前者が 0.8km/s、
後者は 1.00、0.446km/s である。図 4 に、盆地内の震動レベルの大きかった観測点 MKT、

FKS、OSKH02 の擬似速度応答を示している。単純化されたモデルでは対象周期帯全体に

わたって擬似速度応答値が小さくなっていることが確認された。長周期のシミュレーショ

ンにおいても Vs=0.35km/s の工学的基盤に相当する層のモデルが必要とされていると考

えられる。 
 

図 3 盆地内観測点と基盤深度[km]等深線(Kagawa et al., 2004)。  

使用した観測点は関西地震観測研究協議会、防災科学技術研究所 K-NET、

KiK-net、電力共通研究、気象庁震度計、国土交通省国土技術政策総合研

究所、および大阪市水道局の強震観測網によるものである。 
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図 4 速度応答スペクトル―単純化したモデルとの比較  

 

4) Q 値の影響 
構造モデル各層の Q 値を変化させた場合の波形の再現性への影響を検証した。 

差分計算に用いた Q 値には Graves (1996) 6）による次式で表される周期依存がある。 
Q(T)=Q0×(T0/T)  (4) 

ただし 0T は参照周期、 0Q は参照周期における Q 値である。 
釜江・川辺(2005) 7)は Q 値が S 波速度に比例すると仮定し、2000 年 10 月 31 日に三重

県中部で発生した地震（M5.7、震源深さ 35.4km）の観測記録と地震動シミュレーション

の比較から、参照周期を 1 秒とした際の大阪堆積盆地堆積層の比例定数は 1/2 から 1/5 が

適切であるとした。本研究もそれに倣い比例定数を 1/3 とした。 
本計算において参照周期 0T を 1 秒で比例定数を 1/3 とすると、堆積盆地内観測点の波動

場全体が過小評価されることが分かった。そこで参照周期を 1 秒のほかに 3 秒、6 秒とし

た場合の波形と擬似速度応答スペクトル(h=5%)の例を図 5 に示す。 
堆積盆地北端に位置する MOT（神戸市）や SRK（茨木市）では参照周期 3 秒と 6 秒の

場合に顕著に後続波が過大評価されているが、参照周期を 1 秒にすると抑えられた。一方、

FKS、MKT をはじめとした大阪盆地内の基盤岩が深い観測点の多くで、後続波の継続時

間や応答値に関して参照周期 3 秒のものが一番観測を再現している。これらから本研究で

は参照周期 3 秒での計算を行った。釜江・川辺(2005) 7)が周期 2～3 秒の時刻歴震動記録の

再現を目指した推定であるのに対して、本研究では、より長周期（卓越周期 6 秒）の地震

動の時刻歴及び擬似速度応答スペクトルを対象とした分析であったために異なった結果が

得られたと考えられる。適切な Q 値の設定には様々な観測記録による検証が必要と考えら

れる。 
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図 5 参照周期による合成波形の違い 

 

 

 

 

図 6 に参照周期 3 秒としたときの全観測点の速度応答スペクトルを南北成分、東西成分

についてそれぞれ観測と比較した。ほとんどの観測点で対象としている周期帯全体にわた

って震動レベルが再現されており、ピークも対応している。いくつかの観測点では観測と

の合いがよくない。観測点は堆積盆地の端部や基盤深度勾配の大きい場所に位置する観測

点で応答値が過大評価されている。そのような観測点は例えば大阪市東部に位置する YAE、

TTM、北端部 MOT や KSNS（神戸市）、盆地北部の SRK（茨木市）である。また、堆積

盆地の中央に位置する観測点では、大阪市南部の SMN、SUM で東西成分の卓越周期での

応答値が観測と比べて小さい結果となった。 
また、図 7 に周期 6 秒における各観測点の擬似速度応答スペクトル(h=5%)の水平成分最
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大値および南北/東西成分比について観測と合成の相関を示す。水平成分の最大値について

は堆積盆地内のほとんどの観測点で周期 6 秒における地震動のレベルがよく再現できた。 
南北/東西比は、ばらつきは大きいものの相関がある程度には再現されている。このうち、

観測と合成の南北/東西比が大きく逆転しているのは大阪市南部の ABN、SUM、SMN な

どである。これらは図 2 下に見られるように、周期 6 秒の観測擬似速度応答に東西成分の

卓越が認められた観測点である。図 8 にこれら 3 つのの観測点の観測波形と合成波形の水

平 2 成分を示す。観測では S 波到着から約 30～50 秒のちに東西成分に振幅の大きな波群

が見られ、これよって南北/東西比が小さい。一方シミュレーションではこの波群が再現さ

れず、全体的に南北成分の振幅が大きい。このために南北 /東西比の再現が十分ではない。 
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図 6 各観測点の擬似速度応答スペクトル（h=5 %） 
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図 7 擬似応答スペクトル（周期 6 秒、h=0.05）の観測と合成の相関。 

左：水平成分最大値、右：南北/東西比。 

 

 

 
図 8 大阪市南部の観測点の観測波形と合成波形。 

右：南北成分 左：東西成分 
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(d)結果ならびに今後の課題 
2004 年 9 月紀伊半島南東沖地震記録を用いて、大阪堆積盆地内各観測点における長周

期地震動の特徴を分析した。堆積盆地内観測点において、サイトでの卓越周期や、震動卓

越方向の特徴が見られた。この特徴を、最大余震記録を対象として既存の堆積盆地構造モ

デルでどのように再現できるかを 3 次元堆積盆地構造モデルを組み込んだ地震動シミュレ

ーションによって検討した。この際に、堆積盆地構造モデルの単純化による評価の影響と、

数値シミュレーション時の堆積盆地の減衰構造パラメータ（Q 値）の評価を行った。長周

期地震動に対しても、工学的基盤に対応する表層までモデル化した構造モデルによる評価

が必要と考えられる。また Q 値の参考周期は先行研究に比して大きい値を設定する必要が

ある。これは本研究がより長周期の地震動を対象としているためであると考えられる。 
堆積盆地外の岩盤観測点をコントロールポイントとした比較において、今回収集した多

くの観測点における卓越周期やその震動レベル、震動卓越方向成分がよく再現されること

が示された。一方で、堆積盆地の端部では卓越周期での震動レベルが過大評価される地点

が多い。直下の基盤深度勾配が大きいことに加え、設定した岩盤観測点(CHY)から遠いこ

とが要因となっている可能性もある。 
また、大阪市南部から泉南地方にかけて見られる東西方向の振幅の大きな後続波群がよ

く再現されないことも分かった。改善のためにはこれらの特徴的な後続波群の生成要因を

検討する必要がある。本研究では観測サイトの波形との比較から構造モデルの妥当性を検

討したが、震動特性の不一致については、シミュレーションの波動伝播の様子を調べて観

測点直下のみならず 2 次的地震波生成に関係する盆地端の構造モデルを改良することが重

要であると考えられる。 
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(2-3) 南海・東南海地震時の長周期地震動の予測高精度化に関する研究 
 

釜江克宏（京都大学原子炉実験所） 

kamae@kuca.rri.kyoto-u.ac.jp 
川辺秀憲（京都大学原子炉実験所） 

kawabe@rri.kyoto-u.ac.jp 
  
(a) 業務の要約 

海溝型巨大地震時における大規模堆積盆地内での理論長周期地震動予測の高精度化を

目指し、これまでに大阪平野を対象とした観測記録の 3 次元シミュレーションから、伝播

媒質における地震波の減衰特性を表現するパラメータ（Q 値）の設定として S 波速度の 1/5
から 1/2 程度の値が妥当であること、また、不均質な伝播媒質による散乱減衰を考えるこ

とでより観測波の再現性が向上することなどを示した。今年度は既に構築した大阪平野の

3 次元地下構造モデルの有効性や Q 値設定の妥当性について観測記録を使って再検証する

とともに、南海地震時における地震波の入射方向を考えた場合、大阪平野南部の深部地下

構造モデルの精度は重要であり、構築した大阪平野の 3 次元地下構造モデルについて新た

に行われた微動観測の結果と比較検討した。その結果、構築した 3 次元地下構造モデルに

おける大阪南部域での基盤岩深度の妥当性が確認でき、また長周期地震動予測のための Q
値の最適な設定値としても、既に提案したようにリファレンス周波数 1Hz の時に S 波速度

（単位：m/s）の 1/2 程度が妥当であることを再確認した。 
 
(b) 業務の実施方法及び成果 
1) はじめに 

構造物の耐震設計や地震災害軽減にとって強震動予測の高精度化は非常に重要である。

特に大都市が立地する堆積盆地での高精度強震動予測、特に長周期地震動予測にとって 3
次元地下構造モデルの高精度化が急務である。平成 17 年度までに、大阪平野を対象に最

新の地下構造情報を収集し、3 次元地下構造モデルを構築し、想定されている東南海地震

の震源域付近で発生した三重県南部の地震（2000 年 10 月 31 日，M5.7）のシミュレーシ

ョンによって、構築した地下構造モデルの妥当性を検証するとともに、長周期地震動予測

のための伝播媒質における減衰パラメータ（Q 値）の最適値について検討した。その結果、

構築した地下構造モデルの速度構造は概ね妥当であり、Q 値の最適値は S 波速度（m/s）
の 1/5～1/2 が妥当であるという結果を得た。ここではそれらのパラメータ設定をより普遍

的なものにするため、三重県中部地震と伝播経路の異なる 2000 年 8 月 27 日に大阪府と奈

良県の県境（生駒山の直下）で発生した地震（MJMA4.1）のシミュレーションを行った。 
また、大阪平野南部地域は、平野北部と比べると地下構造調査が十分に行われていると

は言いがたい。近い将来発生すると考えられている南海・東南海地震による南部地域の地

震動強度分布や大阪平野全域を伝播する表面波の振幅や継続時間などの予測精度を向上さ

せるためには、大阪平野南部域の地下構造モデルの検証及び高精度化は重要な課題であり、

ここでは、今年度新たに大阪平野南部地域において実施された微動アレイ観測（宮腰・他，

2006）1)、微動 H/V の面的な単点移動観測（上林・他，2006）2)、及び京都大学原子炉実
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験所で実施された基盤岩までのボーリング調査の結果を参考に、既に構築した 3 次元地下

構造モデルを検証した。 
 
2) 大阪平野における長周期地震動予測のための減衰パラメータ（Q 値）の最適値に関する

検討 
ここでは、2000 年 8 月 27 日 13 時 13 分に大阪府と奈良県の県境（生駒山の直下）で発

生した地震（MJMA4.1）のシミュレーションを行い、平成 17 年度までに構築した地下構造

モデル及び Q 値の設定方法について再検証した。 
a) 解析方法及び解析条件 

地震動の計算は、スタッガードグリッドを用いた空間 4 次・時間 2 次の精度の 3 次元

有限差分法（Graves, 1996）3)に、不等間隔の Staggered Grid（Pitarka, 1999）4)を設定

して行った。差分法解析領域の周囲には 40 グリッドの吸収領域（Cerjan et al., 1985）5)

を設け、その外側に Clayton and Engquist (1977)6)による吸収境界条件を適用した吸収境

界を設定した。差分法への減衰（Q 値）の適用は Graves (1996) 3) の手法を用いる。ここ

で設定した Q 値には次の式に示す周波数依存がある。 

Q(f) = Q0×(f/f0)       (1) 

ここで、f は周波数(Hz)、f0 は reference frequency(Hz) 、Q0 は reference frequency に
おける Q 値、Q(f)は周波数 f での Q 値である。本研究では reference frequency を１Hz
に設定した。式(2)に示すように Q 値は S 波速度に比例すると仮定した。 

Q(1) = α×Vs       (2) 

Q(1)は 1Hz における減衰（Q 値）、Vs は S 波速度（m/s）、α(s/m)は係数を表す。αの

値は 1/5、1/2、∞の 3 ケースについて検討した。3 次元地下構造モデルは、前節で示した

モデルを用いる。対象地震の震源パラメータを表１に、差分法の解析条件を表２に、震央

位置、差分法解析対象領域、堆積盆地構造設定領域及び観測点位置を図１に示す。震源は

点震源とし、震源パラメータは防災科学技術研究所の F-net の値を用いた。地下構造モデ

ルの物性値と差分法解析条件から、計算波形の有効周期は 2.5 秒以上である。解析結果の

検証には関西地震観測研究協議会の観測記録を用いた。 
 
 
 
表１ 2000 年 8 月 27 日 13 時 13 分に大阪府と奈良県の県境（生駒山の直下）で発生し

た地震（MJMA4.1）の震源パラメータ 
緯度 経度 深さ 地震モーメント 走行 傾斜角 すべり角 

(deg.) (deg.) (km) (Nm) (deg.) (deg.) (deg.) 
34.5 135.7 10 6.92×1014 39 59 131 
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表２ 差分法解析条件 
グリッド間隔(km)  

・水平方向 
・鉛直方向 堆積盆地内 
      地震基盤以深 

 
0.2km 
0.1km 
0.2km 

時間間隔 0.01s 
吸収領域のグリッド数 

（Cerjan et al., 1985）  
40 

 
 

   
          (a)                 (b) 
図１ (a) 大阪府と奈良県の県境（生駒山の直下）で発生した地震（2000 年 8 月 27 日、

M4.1）の震央位置、差分法解析対象領域、堆積盆地構造モデル設定領域。★印は震

央、実線で囲まれた領域は差分法解析対象領域。(b) 堆積盆地構造モデルの基盤岩

上面深度及び観測点位置。 
 
b) 解析結果 

図 2 に観測波形と計算波形の比較の例を示す。どの観測点についても、S 波到達付近の

計算波形の振幅及び位相は、観測波形と概ね一致している。よって、観測点及びその周辺

地域での設定した地下構造モデルの層構造、速度構造及び基盤岩上面の形状について概ね

妥当なモデルであると考えられる。しかしながら、これまで同様、AMA 南北成分の 70 秒

付近及び FKS 南北成分の 50 秒付近など、S 波の後に続く大きな振幅を再現できていない

観測点もあり、部分的にモデルの層境界形状等の改良が必要であることをこの結果も示し

ている。次に、Q 値の違いによる計算波形の変化を見てみると、図 2 に示したどの観測点

においても、式(2)に示すαの値が 1/2 の時に最もよく後続波の振幅を再現している。よっ

て、Q 値は S 波速度 Vs（単位：m/s）の 1/2 のとき、すなわち、リファレンス周波数を１

Hz とすると、 
 Q(f) = (1/2)×Vs×f      (3) 

が、大阪平野における最適な Q 値となる。 
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(d) AMA 東西成分           (e) FKS 東西成分           (f) TDO 東西成分 

図２ 観測波形（黒線）と計算波形（赤線）の比較 
 
3) 大阪平野南部域における地下構造モデルの検証 
 ここでは、大阪平野南部地域において新たに行われた地下構造調査結果をもとに、構築

した地下構造モデルの基盤岩深度について検証した。 
宮腰・他 (2006)1)は、図３に示す 4 地点において微動アレイ観測を行い、基盤岩

(Vs=3.2km/s)深度など地下構造を推定している。構築した地下構造モデルと宮腰・他

(2006)1)による基盤岩深度の比較を表３に示す。地下構造モデルと宮腰・他(2006)1)による

基盤岩深度は、両者とも基盤岩深度が北から南に浅くなっており、基盤岩深度の値も概ね

一致している。ただし、構築した地下構造モデルはグリッド間隔を水平方向 200m、深さ

方向 100m としているため、それ以上の分解能はない。 
次に、地下構造モデルから計算したレイリー波の基本モードの H/V スペクトルの一次ピ

ークと地震観測記録による H/V スペクトルとを比較して地下構造モデルの基盤岩深度を

検証した。上林・他(2006)2)は、図４に示す大阪平野南部の紀伊山地と平野境界線に対し
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て直交する道路上に沿って 0～9 の計 10 本の測線上で微動 H/V スペクトルの単点移動観

測を行っている。図４に示した地下構造モデルの基盤岩深度と微動 H/V スペクトルの単点

移動観測点位置を図５に、各測線(紀伊山地裾と平行な青い鎖線と直交する 0～9、および

平行する A,B)における H/V スペクトル(H は水平２成分の２乗和平方)卓越振動数の空間変

動分布と地下構造モデルから計算したレイリー波の基本モードの卓越振動数の比較を図６

に示す。尚、微動 H/V スペクトルに明瞭な卓越振動数が見られなかった地点は図 6 にプロ

ットしていない。微動 H/V スペクトルの卓越振動数は、山地裾と直交する Line-0～9 にお

いて海岸側から山地にかけて高くなることが分かる。しかしながら、ピークが緩やかに変

化するのではなく、海岸と山地裾の中間あたりにおいて距離 1km 前後離れた観測点間で卓

越振動数が急激に変化している。これらは、基盤面深度が海岸から山地にかけて緩やかに

浅くなるのではなく、段差構造のように急激に浅くなっている可能性を示唆している。微

動 H/V スペクトルの卓越振動数と比較すると、地下構造モデルから求めた卓越振動数は上

で述べた特徴をよく表し、南側の測線（Line0 から Line3）を除き両者の値は概ね一致し

ており、大略、地下構造モデルの基盤面深度の変化が H/V スペクトルの空間変動と対応し

ている。南側の測線では、卓越振動数が高くかつ基盤岩深度が浅いため、表層地盤の構造

が卓越振動数に大きく影響すると考えられる。一方、地下構造モデルの深さ方向の分解能

は 100m であり、表層地盤の影響を反映できず、Line0 から Line3 では両者が一致しなか

ったと考えられる。 
最後に、基盤岩までのボーリング調査の結果と地下構造モデルの基盤岩深度を比較した。

図４の Line-6 の横に赤丸で示した RRI（京都大学原子炉実験所）におけるボーリング調

査による着岩深度は 0.18km となっているが、RRI 地点付近での地下構造モデルの基盤岩

深度は 200m であり、ボーリング結果による値とよく整合している。 
以上から、これらのデータによって大阪平野南部の 3 次元地下構造モデルの有効性を示

すことができた。 
 

大阪湾

関西空港

岸和田 (KSW)

脇浜 (WKH)

井原里 (IHR)

田尻 (TJR)

 
図３ 微動アレイ観測地点 
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表３ 基盤岩深度の比較 

地下構造モデルの基盤岩深度 微動アレイ観測結果1)

岸和田 1100 1000

井原里 900 910

脇浜 700 810

田尻 600 735

単位：m  
 

 
図４ 微動観測点の配置（上林・他(2006)2）に加筆） 

 

 
図５ 大阪平野地下構造モデルの大阪平野南部地域における基盤岩深度と微動観測点位置 



 782

Line0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line2

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line3

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h i
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h i j k
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line6

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

b c d e f g h i j k l
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓
Line7

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h i j k l m n
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line8

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h i j k l m
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

Line9

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

a b c d e f g h i
観測点

)z
H(

数
動

振
越

卓

地下構造モデルの卓越振動数 H/Vスペクトルの卓越振動数

 
図６ 地下構造モデルと微動 H/V スペクトル（上林・他(2006)2)）の卓越振動数の比較 

 
(c) 結論ならびに今後の課題 

今年度は平成 17 年度までに構築した大阪平野の 3 次元地下構造モデルの有効性及び Q
値設定の妥当性について観測記録を使って再検証するとともに、地下構造調査の希薄な大

阪平野南部地域において、地下構造モデルの信頼性を確認するため微動探査及びボーリン

グ調査結果と比較検証した。その結果、平野南部も含め、構築した 3 次元地下構造モデル

の有効性が再確認でき、Q 値の最適な値としても、リファレンス周波数 1Hz の時に S 波速
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度（単位：m/s）の 1/2 程度が妥当であるというこれまでの結果と同じ結果を得た。また、

微動アレイ観測（宮腰・他，2006）1)及びボーリング調査から得られた基盤岩深度と、地

下構造モデルの基盤岩深度は概ね一致し、微動の単点移動観測により求めた H/V スペクト

ルの卓越振動数の空間変化 2)は、大略、大阪平野南部の地下構造モデルの基盤面深度の変

化と調和的であり、大阪平野南部地域の 3 次元地下構造モデルの有効性が確認できた。し

かし、観測地震波のシミュレーションにおいては、S 波の後に続く大きな振幅を再現でき

ていない観測点もあり、部分的にモデルの層境界形状等の改良も必要である。 
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３．４．５ まとめ 
 

断層モデル等の構築においては、本研究項目に関して多数の研究者が参画し、自然地

震・制御震源を用いた内陸活断層の深部モデルと地殻内三次元構造モデルの構築、断層の

準静的モデルの構築と歪蓄積過程、強震動予測のためのモデルの高精度化に関する研究、

に関するそれぞれの研究をすすめ、強震動予測の高度化に資する各種の研究成果の蓄積と

近畿圏地盤・地殻構造モデルの構築がなされた。自然地震・制御震源を用いた内陸活断層

の深部モデルと地殻内三次元構造モデルの構築と断層の準静的モデルの構築と歪蓄積過程、

強震動予測のためのモデルの高精度化に関する研究においては、近畿圏における内陸活断

層地震やプレート境界地震に対する測地学・地震学的手法に基づいて震源断層面の位置・

形状や、応力・強度分布の不均質性に関する知見を得るとともに、地殻構造モデルの構築

のための情報を整理した。強震動予測のためのモデルの高精度化に関する研究では震源モ

デルの高度化に関する研究を進めるとともに、地殻構造情報、各種地盤構造調査情報を収

集して、近畿圏地盤・地殻構造モデルのプロトタイプ構築と検証を行った。これらの地盤・

地殻構造モデルや不均質震源モデルの構築手法は、近畿圏で考えるべき被害地震に対する

将来の地震動予測に役立てることができると考えている。 

ここで構築された地盤・地殻構造モデルは、本プロジェクトで行われた大規模な人工地

震探査によって得られたプロファイルやボーリング情報を主として、地震学的・地球物理

学的なデータセットをもとに構築され、また現時点で手に入れることのできる波形記録等

を用いており、本研究項目においてはその強震動予測への有効性を検証してきた。もとも

との地下構造モデルが、様々な情報とはいえ、空間的には「疎」な情報を、地球物理・地

質学的な知見に従って内挿・外挿によって構築されたものであり、強震動予測の高度化に

役立つモデルかどうかは、観測地震記録の波形の再現によって検証される。また人工地震

探査自体はP波による探査が主であるため、地震被害を引き起こす強震動がS波や後続の表

面波で起きることから、モデルのキーパラメータはS波速度であり、S波速度構造モデルの

構築という点で今後も様々な調査が必要とされる。例えば3.4.4.2において、広域に設置さ

れている強震観測網のいくつかのデータセットによりその検証を行ってきたが、この検証

に用いたデータセットは限られていることもあり、あらゆる想定に対する地震動の評価に

妥当性が確かめられているわけではない。このことから、想定地震の強震動予測の高度化

をさらにすすめるためには、今後の新たな地殻構造調査結果や強震データの蓄積によりモ

デルの更新と改良が継続的に行われていくべきものである。そのためには、本プロジェク

トで行われた各種業務研究成果のみならず、周辺観測データの共有化、及び強震観測点の

維持及び拡充、さらにはモデル検証・改良を継続的に検討・議論していくための枠組みが

必要である。 
 


